
別紙１

仕様書

受託者は、この仕様書に基づき、委託者と協議の上、業務を誠実に実施すること。

１ 業 務 名 豊浦地区こども園等機械警備業務

２ 履行期間 令和７年１１月１日から令和１０年１０月３１日まで

契約の方法 地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約

※この契約は、長期継続契約の締結により、契約期間中の予算措置

が当然に保障されるものではなく、この契約の締結の日の属する年

度の翌年度以降において歳出予算のこの契約に係る金額について減

額又は削除があった場合は、この契約を変更し、又は解除する。ま

た、委託者はそれに伴う損害賠償の責めを負わない。

３ 業務内容 機械警備による無人化警備

４ 警備対象施設

５ 業務時間

(1) 業務時間

ア 基準時間

園舎

平日 １８：００～翌日 ０７：３０

休日 ０７：３０～翌日 ０７：３０

川棚子育て支援センター

平日 １７：００～翌日 ０９：００

休日 ０９：００～翌日 ０９：００

休日とは、日曜日・国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第１７８号）に

規定する休日・契約対象物件の休日をいう。ただし、「川棚子育て支援センタ

ー」においては、土曜日も休日に含める。

施設名 所在地 図面

下関市立川棚こども園 下関市豊浦町大字川棚５２８１番地 別図１

下関市立黒井こども園 下関市豊浦町大字黒井２１５９番地１ 別図２

下関市立双葉保育園 下関市豊浦町大字宇賀１２９８４番地１ 別図３



イ 業務時間

基準時間内において、警備対象施設が無人となり、警備業務開始の信号を

受けた時から、警備業務解除の信号を受けた時までとする。ただし、委託者

のやむを得ない事情により、業務時間の変更を要する場合は、その都度、受

託者の警備監視センター（以下「監視センター」という。）に連絡するものと

する。

なお、通報装置による業務の実施時間については、別紙２非常通報サービ

ス仕様書のとおりとする。

(2) 業務時間内の取扱い

委託者は、受託者が警備業務を実施中に、警備対象施設の清掃業務、設備点検

業務等やむを得ない事情が生じた場合には、臨時に警備対象施設に入場できるも

のとし、この場合における警備は、委託者の責任において実施するものとする。

６ 警備機構

(1) 警備対象施設に警報設備その他必要な設備（以下「警報設備等」という。）及び

警報設備等の正常な作動を監視センターにおいて確認し得る必要な機器を配置し、

業務の実施中に警報設備等により感知される異常の有無を、監視センターにおい

て自動的に表示される機械設備により受知する。

(2) 業務実施中、管制担当員は、監視センターに設置された機器表示盤により警備

対象施設の異常の有無を間断なく監視し、警備の万全を図る。

(3) 警備対象施設の異常を感知したときは、受知した時から２５分以内に警備員を

到着させる。

７ 警備責務

(1) 委託者の責務

ア ガス、電気、水道等の元栓点検及び使用した火気の処理

イ 重要物品保管庫、窓、出入り口等の施錠

ウ 業務の開始時ごと及び終了時ごとにおける警報機器のセット及び解除

(2) 受託者の責務

ア 火災の早期発見並びに関係先への通報及び初期消火

イ 警備対象施設への侵入者の発見並びに関係先への通報及び侵入者の排除

ウ 警報設備等の保守点検及び警備実施事項の報告



８ 警報設備等

(1) 設置箇所

受託者は、警報設備等の設置前に委託者に対しあらかじめ警報設備等の種類、

設置箇所及び維持管理方法を書面で提出し、委託者の承諾を得るものとする。ま

た、これらを変更する場合も同様とする。

下関市立川棚こども園の警備エリアは、「こども園施設」と「川棚子育て支

援センター」の２つに分ける。

(2) 警報設備等のセット及び解除

下関市立川棚こども園については、「こども園施設」及び「川棚子育て支援セン

ター」において個別に操作できるようにすること。

(3) 通信回線

ア 機械警備専用の通信回線（以下「警備回線」という。）を設置すること。

イ 警備回線は断線が検知できること。

ウ 警備回線に係る通信費は受託者の負担とする。

(4) 保守点検及び維持管理

ア 設置した警報設備等は、受託者の責任において保守点検を行い、常に正常に

機能するよう維持管理すること。

イ 履行期間中の警報設備等の誤作動によって損害が生じた場合は、受託者が負

担すること。

ウ 警備対象施設に設置した警報設備等について、委託期間が終了したときは、

受託者の負担により、速やかに原状に復すること。ただし、委託者が、軽微な

ものであると認めた場合は、この限りでない。

９ 設置経費

業務に係る機器等の設置経費、機器費、修理、点検等は、受託者の負担とする。

なお、機器の設置、交換、故障等により、警備機構による警備の実施が困難な場合

は、巡回警備を行うなど、必要な措置を講ずること。

１０ 異常時における受託者の処理

異常事態発生の信号が発せられた場合は、直ちに、警備員を現場に急行させ、異

常事態の確認を行うとともに、火災の場合にあっては消防署へ、盗難の場合にあっ

ては警察署へ連絡し、併せて委託者に直ちに連絡し、協力して事態の処理に当たる

こと。



１１ 非常通報サービスについて

別紙２ 非常通報サービス仕様書のとおり

１２ 警備対象施設の鍵の貸与

警備対象施設の鍵の貸与については、次のとおりとする。

(1) 業務遂行上必要とする施設の鍵については、これを貸与する。

(2) 貸与した施設の鍵は、これを複製しないこと。

(3) この契約の終了時には、貸与した施設の鍵を返還すること。

１３ 提出書類

受託者は、委託者と十分に協議の上、次に掲げる書類を作成し、提出時期のとお

り提出しなければならない。

１４ 損害賠償責任

損害の補償及び免責事項については、次のとおりとする。

(1) 補償事項

ア 委託期間中に受託者及び受託者の警備員の責任において発生した損害（第三

者に及ぼした損害も含む。）については、受託者が補償すること。

損害に対する補償額は１事故につき対人補償、対物補償合わせて１０億円を

限度とする。

イ 委託期間中に警備員が被った損害については、受託者が補償すること。

(2) 免責事項

ア 天変地異、その他不可抗力により生じた一切の損害

イ 警報機器が正常に作動したにもかかわらず、受託者の責に帰することのでき

ない事由で通信回線により送信が行われない状態にあったために生じた一切の

損害

№ 提出書類 内 容 提出時期

１ 警備月報 警備状況 翌月５日まで（ただ

し、最終月については

当該月の末日までに）

２ 異常事態発生報告書 異常事態発生通報の原因 発生後、速やかに

３ 事故報告書 事故発生の状況、内容、その対

応方法及びその他必要事項

発生後、速やかに



ウ 委託者の責に帰すべき事由により警報機器が正常に作動しなかったことによ

り生じた一切の損害

１５ 委託料の支払い

委託料は月払いとする。ただし、委託料を分割するにあたり１円未満の端数が発

生した場合は、その端数は初回に支払う委託料の額に含めるものとする。

１６ 環境に関する配慮事項

別記１「特記仕様書（環境編簡易）」のとおり

１７ 下関市暴力団排除条例による措置

別記２「下関市暴力団排除条例による措置に係る特記事項」のとおり

１８ その他

(1) この仕様書に記載されていない事項が発生した場合は、委託者と協議の上決定

し、責任を持って対処すること。

(2) 業務上知り得た事項を他に漏らさないこと。

(3) 警備員は、受託者の指定する制服を着用すること。


